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施策No学校給食の充実 03-07
内線

教育委員会事務局学務課
青山　敏郎 3330

指標に関する説明

児童生徒の健康の増進と栄養の改善を図るため、全小中学校で完全給食を実施する。

○　学校給食の多様なニーズに対応するため、全校で調理業務の委託化を実施した。今後も安定的
　に給食を提供していく必要がある。
○　学校給食を活用し、介護予防のための高齢者会食サービス事業（おたっしゃランチ）や児童安
　全対策のためのふれあい給食など、多様な事業を実施しており、今後も推進していく必要があ
　る。
○　食育基本法や食育推進基本計画の策定を受け、学校における食育の指導体制を充実させていく
　必要がある。

自治体における給食業務の委託化は急速に進行しており、今後も調理能力の高い良好な業者を確保
していく。また、食育を学校現場で担う人材として、総合的な観点から学校栄養士の役割について
検討していく。
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管理栄養士配置率

ランチルーム整備校の割
合
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施策の優先度 優先度についての説明・意見等

関連部課名

100%89.66%

Ｂ
食育は子どもの健康づくりの基礎であり、学校給食の充実のために
全校に配置している学校栄養士を人的資源として、食育を一層充実
していく必要があるため、優先度の高い施策である。

非常勤管理栄養士／非常勤栄
養士配置校

ランチルーム整備校／ランチ
ルーム機能を有する学校を除
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675,566 656,849合　計

Ｃ
学校給食の実施とともに、食育
推進を担う人材として今後も配
置が必要である。
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平成17年度
事務事業No

給食調理業務委託

給食用一般備品整備 12-03-20

給食室大規模改修備品整
備

12-03-21

12-03-19

施策を構成する事務事業の優先度

学校栄養職員報酬

一般給食事業

事務事業名
決算額（千円）

児童生徒数の増加に対応する機
能増強であり、優先度は高い。

Ａ

12-03-18

優先度についての説明・意見等
施策推進の
ための優先

度

学校給食における衛生管理基準
を厳守するための経費である。

より良い業者の選定に努め、安
定して給食を提供する必要があ
る。

46,44312-03-17

平成16年度

8,469 Ｂ
給食調理能力を維持する必要が
あるため、優先度は高い。


